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問1 「地方交付税交付金」と「国庫支出金」の違いについて述べた文として、正しいものはどれですか。 （2023年 奈良県公立入試 類似）

1. 地方交付税交付金は地方公共団体
が発行する借金であるが、国庫支出
金は国から給付される資金である。

2. 地方交付税交付金はすべての自治
体に均等に配分されるが、国庫支出
金は財政力の低い自治体にのみ配分
される。

3. 地方交付税交付金は使い道が制限
されないが、国庫支出金は特定の事
業のために使い道が指定されている
。

4. 地方交付税交付金は道路建設など
の公共事業にのみ使われるが、国庫
支出金は職員の給与などの一般経費
に使われる。

問2 日本の選挙制度における年齢制限について述べた次の文のうち、都道府県知事選挙に関する記述として正しいものを組み合わせたものはどれで
すか。 ・投票することができる「選挙権」は、満十八歳以上の日本国民に与えられる。
・立候補することができる「被選挙権」は、満三十歳以上の日本国民に与えられる。 （2024年 大阪府公立入試 類似）

1. 選挙権、被選挙権ともに正しい。 2. 選挙権は誤っているが、被選挙権
は正しい。

3. 選挙権、被選挙権ともに誤ってい
る。

4. 選挙権は正しいが、被選挙権は誤
っている。

問3 日本の自治体間の財政状況を比較した際、東京都のような財政力が非常に強い自治体では交付されず、大分県のように地方税収入が十分ではな
い自治体に対して、標準的な行政サービスを維持するために国から配分される財源の仕組みについて、正しく説明しているものはどれですか。
（2023年 大分県公立入試 類似）

1. 地方譲与税は、自治体の財政力に
関わらず、すべての地方公共団体に
対して人口に比例して均等に配分さ
れる財源である。

2. 地方交付税は、道路の建設や義務
教育の実施など、特定の事業を行う
ためにのみ国から支払われるもので
、使い道が限定されている。

3. 国庫支出金は、地方公共団体が独
自の事業を行うために民間銀行から
借り入れる資金のことであり、将来
的に利息を付けて返済する必要があ
る。

4. 地方交付税は、自治体間の財政力
の格差を調整することを目的として
国から配分されるもので、その使い
道は各自治体に委ねられている。

問4 地方公共団体の財源には、使い道が制限されない「一般財源」と、使い道が特定の事業に限定されている「特定財源」がある。このうち特定財
源の代表的な例である「国庫支出金」の説明として、最も適切なものはどれか。 （2023年 宮城県公立入試 類似）

1. 地方自治体ごとの収入のばらつき
を調整し、どの地域でも一定の行政
サービスが受けられるように国が配
分する資金。

2. 道路や学校の建設といった将来に
残る施設を作るために、地方公共団
体が一時的に行う借金。

3. 地方公共団体が独自の条例に基づ
いて、住民や企業に対して課す税金
のこと。

4. 国が特定の政策を推進したり、義
務教育や大規模な土木工事を補助し
たりするために支給する補助金。

問5 山形県では「おもてなしの心で知られる山形県をめざす条例」において、県民の努力義務を定めるなど、地域の特性を活かした独自の決まりを
運用しています。このような地方公共団体が制定する決まりについて、その性質を説明したものとして最も適切なものはどれですか。 （2017年

山形県公立入試 類似）

1. 内閣が特定の地域に対して行政指
示を出すために、国会の議決を経て
制定される。

2. 国の法律の範囲内であれば、その
地域にのみ適用される独自のルール
として制定できる。

3. 全国の地方公共団体で共通の基準
を持たせるため、最高裁判所が制定
する規則である。

4. 地方の独立性を守るため、国の法
律に反する内容であっても優先して
適用される。

問6 地方自治において、住民から直接選ばれた議員で構成される地方議会が、その地域の事務について、国の法律の範囲内で定める独自のきまりを
何といいますか。 （2019年 大分県公立入試 類似）

1. 政令 2. 予算 3. 法律 4. 条例

問7 1999年に制定され、国と地方公共団体の関係を「上下・主従」の関係から「対等・協力」の関係へと転換させることを目的とした法律を何とい
うか答えなさい。 （2021年 宮城県公立入試 類似）

1. 地方分権一括法 2. 消費者契約法 3. 介護保険法 4. 地方交付税法

問8 有権者数が12万人、総人口が15万人のX市において、住民が新しい福祉に関する条例の制定を求めようとしています。地方自治法に基づき、条
例の制定・改廃請求を行うために必要となる署名数として正しいものはどれですか。 （2024年 鳥取県公立入試 類似）

1. 2,400人以上の署名 2. 40,000人以上の署名 3. 1,200人以上の署名 4. 5,000人以上の署名

問9 行政サービスの中には、消防や警察、ごみの収集、上水道の整備のように、地方公共団体が地域住民の生活を支えるために行うものがあります
。これらと並んで提示されることがある「外交」や「郵便物の取り集め」と比較したとき、地方公共団体が行う仕事として正しいものをすべて
含んでいる組み合わせを選びなさい。 （2024年 北海道公立入試 類似）

1. 外交、ごみの収集、警察、上水道
の整備

2. 消防、郵便物の取り集め、警察、
上水道の整備

3. 消防、ごみの収集、警察、郵便物
の取り集め

4. 消防、ごみの収集、警察、上水道
の整備

問10 島根県の歳入内訳を例に挙げると、地方公共団体が自ら徴収する自主財源が約27.7％であるのに対し、国などから提供される依存財源が約72.3
％を占めている。この依存財源に含まれる「国庫支出金」と「地方交付税」の性質の違いを説明したものとして、最も適切なものはどれか。
（2026年 島根県公立入試 類似）

1. 国庫支出金は地方公共団体が自由
に使い道を決めることができるが、
地方交付税は国によって使い道が指
定されている。

2. 国庫支出金は地方公共団体が独自
に集める税金であるが、地方交付税
は国から一方的に与えられる補助金
である。

3. 国庫支出金は国によって使い道が
指定されているが、地方交付税は地
方公共団体が自由に使い道を決める
ことができる。

4. 国庫支出金は将来的に国へ返済す
る義務がある借金であるが、地方交
付税は返済の必要がない資金である
。

問11 地域住民が行政に参加し、主体的にまちづくりに関わるために不可欠な、行政が保有する情報を住民が閲覧・確認できるようにする制度を何と
いいますか。 （2016年 兵庫県公立入試 類似）

1. 住民投票制度 2. 情報公開制度 3. 地方交付税交付金制度 4. 個人情報保護制度

問12 日本の地方公共団体の歳入のうち、地域によって生じる財源の不均衡を調整するために国から配分される資金があります。使い道に制限がなく
、どの地方公共団体でも一定の水準の行政サービスを受けられるようにすることを目的としたこの資金の名称として正しいものを、次のうちか
ら選びなさい。 （2023年 三重県公立入試 類似）

1. 地方債 2. 地方交付税交付金 3. 住民税 4. 国庫支出金


